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当社社外取締役 （2023年3月時点） 参加機関投資家　敬称略/部署名・役職は開催時点のもの

三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社
スチュワードシップ推進部 ESG推進室　シニア・スチュワードシップ・オフィサー
向畑 康志
リサーチ運用部　テクノロジーチーム シニアアナリスト
片山 智宏

株式会社レスポンスアビリティ
代表取締役
足立 直樹

ファシリテーター

アセットマネジメントOne株式会社
運用本部 責任投資グループ エグゼクティブ ESGアナリスト
櫻本 惠

日興アセットマネジメント株式会社
株式運用部 アクティブオーナーシップグループ　
シニアアナリスト

斎藤 梢

運用本部 株式運用グループ アナリスト
外﨑 勝仁

野村アセットマネジメント株式会社
企業調査部 部長
磯 光裕

ブラックロック・ジャパン株式会社
インベストメント・スチュワードシップ部 ディレクター
大越 覚史

りそなアセットマネジメント株式会社
執行役員 責任投資部担当
松原 稔

社外取締役

大宮 英明
社外取締役

松永 真理

社外取締役
監査等委員

白井 芳夫

社外取締役
監査等委員

村越 進

社外取締役
監査等委員

大塚 美智子

機関投資家と社外取締役との対話

ガバナンスの強化

企業価値の向上に向けて、資本市場の建設的なご意見を経営に取り入れ、より実効性の高いコーポレートガバナンス体制を
構築するため、エプソンでは機関投資家の皆様と当社社外取締役との対話を行っています。
2023年3月に開催した対話会では、ファシリテーターにサステナビリティ経営アドバイザーの足立直樹氏を迎え、
ESGテーマを中心に議論しました。

企業価値向上に向けて、
株主の声を活かす
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大宮 ： パーパスは非常に良いものができたと思っています。冒頭の
「省・小・精」はエプソンの一番の強みです。そして「人と地球を豊か
に彩る」、これは非常に志が高く、到達するには計画をしっかり
決めていく必要があります。また、エプソンが掲げる環境などの
サステナビリティに関連する目標はかなり野心的なものですので、
相応の投資もいるでしょうし、何よりもビジネスを通じて社会課題
を解決することが非常に重要だと思っています。

大塚 ： 投資家の皆様との対談の中で、環境貢献量につきまして
できるだけ開示が望ましいとアドバイスを受けており、社内で対応
しております。そして第三者のアドバイスを受けて、どなたから質問
を受けてもその根拠を説明できるような、公正なデータに基づいて
開示しようと努力しております。現状、お客様のもとでの環境貢献
量がどの程度であるか、どのように算定するか、そのプロセス、算出
式等につきましては、検討中です。
大宮 ： スコープ３まで含めた長期の目標に加え、インパクト経営
の視点、すなわち、製品がお客様に使われることで環境問題へ
貢献できているかということが重要です。例えば、インクジェット
プリンターはレーザープリンターに比べて消費電力量が少なく
（P.34参照）、レーザープリンターをエプソンのインクジェットプリン
ターに置き換えた場合の削減貢献量を開示することで、社会課題
解決への貢献を示していきます。
白井 ： 削減貢献のためのインクジェットプリンターを製造すること
で、工場から排出するGHG排出量は増加し、地球環境に良くない
影響を与える会社というような捉え方をされてしまいます。もちろん

排出量削減の努力をしつつ、加えて削減貢献量も試算して示す
必要があります。

大宮 ： その点はわれわれも心配しており、プリンター事業と同規
模感の事業を立てられるのか頻繁に議論しています。CVC（コーポ
レート・ベンチャー・キャピタル）を設立し、既存技術の近傍だけでな
く現在の事業から遠い飛び地への二方向への投資を行っていま
す。簡単ではありませんが、もう1本の柱を立てようとしています。
これは事業ポートフォリオにおける一番の課題だと思っています。

村越 ： 小川社長になってから、社員の安全と健康、そしてコンプ
ライアンスが何よりも大切だということを強くアピールしており、
組織風土改革も訴えてきました。就任後3年がたちますが、ハラス
メントは減少しています。さらに、働きかた改革や社内公募による
ローテーション、ダイバーシティを推進しています。特にダイバーシ
ティでは着実な前進があり、社員の意欲やモチベーションはかなり
上がってきていると受け止めています。パーパスもそのような組織
風土の中でボトムアップ型により議論されたと理解しています。
松永 ： 3年前の講演で、ダイバーシティの重要性と女性が管理職

になることの意味をお話ししました。講演を聴いた社員から継続的
にメールをいただいているのですが、意識が変わってきていますね。
エプソン単体の女性管理職比率は2022年3月時点で3.7%です
が、この3年間で着実に意識が根付いている実感はあります。
大塚 ：企業価値を向上させ、ビジネス的に成功していくために
は、まだ人材が不足しています。特にDXに強い人を採用するとと
もに、中長期的にはリスキリングにより人材を育てていくことが必
要です。他社においてはそのように既存の人材を活かしていま
すので、早急に対応していただきたいと考えています。
大宮 ： ハードルの一つは、本社が地方にあるということです。長
野県は私が生まれて12歳ぐらいまで育った所ですが、大変良い所
であるにもかかわらず、人材を集める際に苦労しています。これ
はエプソンがどのような会社なのかが伝わっていないところもあ
るので、例えばパーパスとともに示すことでたくさんの方々が興
味を持って入ってこられるのではないかとも思いますし、人的資本
はこれからも注力すべき政策の一つだと思います。

大宮 ： サプライヤーも含めた業務プロセスを改革するGXプロ
ジェクトは少々遅れていますが、着実にできつつあると認識して
います。例えばプロジェクターとプリンターがつながるとか、製品
群同士でどう活用できるかという議論もしています。一方で、実行
するためのソフトウェアエンジニアが潤沢にはいないので、前述の
通りキャリア採用も含めてその解消に注力しています。

昨年の課題にDX人材の確保がありましたが、その
対応とDX推進の進捗、今後の課題について教えて
ください。（磯）

パーパスに基づく戦略を企業経営に落とし込む
際の課題をお聞かせください。（櫻本）

GHG削減貢献量について、どのようにお考えで
しょうか。（足立）

一方で、主力のプリンター事業は紙の使用に依存する
ビジネスであるため、ペーパーレス化の流れの中で
長期的には事業の持続性は厳しいのでは。（外﨑）

人的資本をどのように企業価値向上へつなげて
いくお考えでしょうか。（足立）

機関投資家と社外取締役との対話
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白井 ： 大変難しい課題だと認識しています。例えば、エプソンは長野
県富士見町が運営するコワーキングスペースを利用しており、いろい
ろな人が集まってつながりながら仕事をしています。そこで議論して
いると、一カ所に集まらなければできないことはなく、どこにいても
情報交換ができて仕事ができるということが分かります。都市か
地方か、という場所にとらわれないマインドの広がりも必要です。
松永 ： 新しい人材の参画でカルチャークリエーティブされること、
働き方の融通性、柔軟性が高められることで多様性をさらに広げ
ていくことになると思います。

白井 ： 人的資本政策が進んでいる会社は、人事部は人を管理する
のではなく、一人ひとりのケイパビリティをどうやって支えていける
か、どのように上げていくかということをサポートするような仕組み
ができています。エプソンは定量的に把握するまでに至っていない
のですが、個人の能力をどのように上げるか試行しています。

大宮 ： 小川社長に変わってからビジネスの方向について大転換
が行われたという認識はありません。しかし例えば、プリンターが
このCOVID-19の影響下でもしっかり利益を出せたのは、社会の
変化に迅速に対応できた結果であると思っています。

松永 ： 私たちは往査に合わせて工場を視察するのですが、例えば
20工程だったものを12工程に減らし、その結果1日でいくらの利
益を生んでいるかということにまで落とし込んでいました。自分た
ちが主体的に何かをやらなければならないと意識が変わってきて
いると思います。

村越 ： 取締役会等で重要課題が議論されるか、そこにわれわれが
どこまでコミットできるか、それを執行側が受け止めて経営に当
たっているかだと思っています。最近、重要課題をしっかりと取締
役会で取り上げて深い議論をしていますので、私が就任した頃に
比べても実効性は高まっていると思います。
大塚 ： 実効性評価につきましては、取締役会の役割が執行状況
の監督だけではなく、長期的に見た戦略の策定等についても、
深く関わるという点があります。また、重要課題においてより深く
自由度の高い議論をするため、フリーディスカッションという時間
が別途設けられており、例えばDXの状況など進捗が遅れている
施策については説明を受けて状況を把握
しています。
白井 ： さまざまな会議での社外取締役の
発言を執行が受け止め解決することを繰り
返した結果として、課題をクリアしたり業績
が少し上がったり、あるいは売上が伸びなく
ても利益が上がる、そういう体質になってき
ているということ自体が実効性が上がって
きていることを示していると考えています。
大宮 ： 取締役会では社外取締役からの自
由闊達な発言がものすごく多いのです。こ
れは疑問だと思ったことをすぐ確認でき
る、おそらく他社に比べ意見交換が活発に

行われ、また会社のさまざまな情報やデータが共有されている。
そういう機会が多いことも実効性の向上につながっていると思い
ます。

大宮 ： パーパスにもあるように、われわれが持っている「省・小・
精」の技術をベースに、ここから価値を生み出して、人と地球を豊
かに彩りたいということなので、これを実行していくことが会社と
しての価値を高めることにつながると思います。
大塚 ： 「省・小・精」の技術そのものは一番重要な企業価値だと
思います。その技術をもって社会課題を解決していく。社会課題
を解決していけば、当然ステークホルダーの皆さんの幸せにも
つながりますし、まさに人と地球環境にも貢献できるのです。当社
の商品は全て環境対応の商品と言えますので、その技術を使った商
品で私たちみんなを幸せにする、パーパスに一言で表されてい
るそのものだと思います。

ガバナンス体制について、どのような点で取締役会
の実効性があると評価されていますか。（櫻本）

エプソンにとっての企業価値はどう定義されて
いますか、そしてどのように向上させていくので
しょうか。（松原）

小川社長就任後、企業文化や戦略、収益や株主価
値向上へのこだわりに変化がありましたか。（大越）

人的資本の見える化・定量化については議論され
ているのでしょうか。（向畑）

DX人材に入社してもらう環境をどのように整え、
既存の人材との化学反応をどのように起こして
いきますか。（齋藤）

機関投資家と社外取締役との対話
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エプソンでは取締役会の機能強化ひいては企業としての強靭性の確保に向けて、2023年6月から
社外取締役を6名体制としています。社外取締役として果たすべき役割について、新任社外取締役
からのメッセージをご紹介します。

嶋本 正

事業にデジタルを掛け合わせ、
企業価値の向上に貢献したい

社外取締役
（2023年6月～）

山内 雅喜

社外取締役
（2023年6月～）

サステナブルな会社で
あり続けるために

機関投資家と社外取締役との対話

■  就任メッセージ

　「省・小・精」を磨き続けて見事に成長してきたセイコー
エプソンの取締役に就任できることをとても光栄に思って
います。私は、ITを活用したソリューション開発やITサービス
事業の開拓に携わり、また長年にわたりその経営を担って
きました。この経験を生かし、リアルの世界で種々の製品を
生み出す当社の事業を、将来を切り拓く可能性を持ちながら
進展を続けるデジタルと掛け合わせて、より魅力的に拡大
していくことに貢献したいと考えています。
　取締役就任に向けて、当社の役職員の方々から、細やか
な気遣いや丁寧な説明をしてもらい、極めてまじめな会社
だとの印象を持ちました。取締役として、コーポレートガバ
ナンスの形式のみにこだわることなく、より実質に重きを置き
ながら、その責務を果たしたいと思います。経営陣ならびに
業務執行の現場とのコミュニケーションでは、量よりも質に
こだわり、大量の情報を得て結論を導き出す最近はやりの
生成AIとは異なる、社外取締役としての高度な役割を果た
していきたいと考えています。

　本年度より取締役として新たに加わることになりました。
どうぞよろしくお願いいたします。
　当社は長い歴史の中で培った社会貢献という企業文化と
革新の中で生み出してきた独自技術とを持ち合わせる大変
魅力ある企業だと感じています。強みとしている「省・小・精」は
サステナビリティが求められている今こそ真価をさらに発揮
するでしょうし、社会課題解決を目指す企業姿勢はESG
重視の中でこれからも企業ブランドを押し上げるでしょう。
しかしこれらは、実際にお客様に提供する製品やサービスに
組み込み体現していくことで初めて実現していけるものだと
考えます。そのためには当社の経営戦略をしっかりと練り
上げていかなければなりません。私は自身のコンシューマーに
直接向き合うビジネスでの長年の経営経験を生かし、当社
のビジネスがお客様にとって社会にとって価値ある存在に
なるよう積極的に関わっていくことで、取締役会の機能強化と
企業価値の向上にコミットし、当社がサステナブルな会社で
あり続けるよう誠心誠意努めていく所存です。

大宮 英明

元社外取締役
（2014年6月～2023年6月）

　2023年６月の株主総会でエプソン社外取締役を退任
しました。就任した頃と比較し、世の中のESGに関する意識
は格段に高まり、それを先取りする形で当社のESG経営
も、近年の「パーパス」制定等先進的なものに変貌してき
ました。E（環境）に関しては、紙を消費するプリンター中心
の会社であるが故に、カーボンニュートラル活動は当然と
して、紙の再生や循環型経済の牽引にも注力しています。
G（企業統治）に関しても、監査等委員会設置会社へ移行
するとともに、社外／社内取締役数を見直し、現在では社
外取締役（女性2名を含む）が過半となっています。さら
に社外取締役を委員長とし、社外取締役を過半とする取締
役選考／報酬審議会を設置し、取締役会に公正、透明か
つ厳格な答申をしています。注目すべきは全社外取締役
と機関投資家との対話会の実施です。これは先進的取
り組みであり、両者にとって新たな発見もある良い機会と
なっています。
　これからは当社の発展をステークホルダーの皆様と見
守っていきたいと思います。長い間ありがとうございました。

エプソンのさらなる高みへの
挑戦を信じて
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■ コーポレートガバナンス体制の模式図

社内取締役 社外取締役

取締役選考審議会
● 取締役・執行役員などの選考に関する審議

17回開催（2022/4～2023/6*1）

代表取締役社長 全社外取締役

任意の審議機関の活動内容

取締役報酬審議会
● 取締役・執行役員などの報酬に関する審議

10回開催（2022/4～2023/6*1）

代表取締役社長 全社外取締役

● 基本報酬の個別支給額、賞与の支給係数および個別支給額
● 譲渡制限付株式報酬制度における割当株式数および金銭報酬債権額
● 会社補償制度、役員等賠償責任保険の更改　など

議論の内容

議論の内容

　当社は、「経営理念・EXCEED YOUR VISION」を礎として当社の価値観・行動様式を定めた「エプソンウェイ」に基づき、社会における存在意義・志を示した
パーパスを実現し、持続的な成長と中長期的な企業価値向上を図るため、透明・公正かつ迅速・果断な意思決定を実現するコーポレートガバナンスの充実・
強化に継続的に取り組んでいます。引き続き、監査等委員会設置会社を採用し、取締役会の監督機能のさらなる向上、審議の一層の充実および経営の
意思決定の迅速化を図り、コーポレートガバナンスの実効性をより一層高めていきます。

基本的な考え方

*1 定時株主総会まで

* 両審議会の委員長は社外取締役の中から互選により選任

委員長

委員長

● 代表取締役社長の後継者計画
● 役員（取締役・執行役員・監査等特命役員）の選考方針および候補者案
● 社外取締役候補者の検討
● 執行役員制度の改定
● スキルマトリックスの見直し　など

株　主　総　会

選任／解任

取締役会

代表取締役社長

議案上程／報告

選定／解職／監督 付議／報告監督 報告

執行役員

業務執行組織
（本部・事業部・関係会社）

会計監査人 監査等委員会

コンプライアンス
委員会

監査等委員会室
監査等特命役員

取締役
報酬審議会

取締役
選考審議会

答申

答申 経営会議

サステナビリティ戦略会議

人材開発戦略会議

技術開発責任者会議

付議

補助指示
監査
監督

解任

答申

内部監査部門
通報窓口部門

危機管理
委員会

選任／解任選任／解任 報告／意見陳述

調
査
権
行
使

報
告

指
示

報告
会
計
監
査

報告

初動対応／報告監
査
／
調
査

【内部統制体制】

（個別報酬額：決定）

コーポレートガバナンス
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2021年度を対象とした取締役会実効性評価は上記の評価方法により実施し、その結果、取締役会
全体の実効性が確保されていることを確認しました。また、評価結果から以下２点を課題として整理し、
コーポレートガバナンス報告書において開示しました。

2021年度を対象とした取締役会実効性評価

当社は、コーポレートガバナンス基本方針にのっとり、取締役会の実効性を継続的に高めるため、
2015年度から毎年、取締役全員を対象としたアンケートによる自己評価を実施し、取締役会の実効性
に関する分析・評価を行っています。

● 評価の実施：２～３月
● 評価結果分析および課題抽出：４～５月
● コーポレートガバナンス報告書による課題の開示：６月
● 取締役会への中間報告（課題に対する対応について）：10月～１１月
● 取締役会への最終報告（課題に対する対応について）：翌年２月
● コーポレートガバナンス報告書による対応結果の開示：翌年６月

取締役会実効性評価は、取締役全員に対して網羅性のあるアンケートを実施し、その結果を取締役
会メンバーが評価・分析することにより行っています。2022年度を対象とした取締役会実効性評価で
は、近時のコーポレートガバナンス動向を踏まえてアンケート項目を一部更新しました。また、より客観
的な視点を取り入れるため、第三者機関の評価を３年に１回程度実施する方針です。直近では2020年
度を対象とした取締役会の実効性評価において第三者評価を実施しました。

〈評価方法〉

取締役会実効性評価の取り組み概要　
〈取締役会実効性評価の年間サイクル（原則）〉

＜2022年度を対象とした取締役会実効性評価アンケート項目＞
❶ 取締役会の構成
❷ 取締役会の機能
❸ 取締役の活動
❹ 取締役会の運営

❺ 任意の委員会の機能・運営
❻ 経営陣のサクセッションプラン・トレーニング
❼ 経営陣の報酬
❽ 株主との対話

❾ Epson 25 Renewedの進捗
●10 自由記載

監査等委員会の実効性評価
監査等委員会の監査活動の改善と会社のコーポレートガバナンスの向上を目的に、監査等委員会
設置後の2017年度より、監査等委員会の実効性評価を実施しています。
評価は、各監査等委員が定例項目ごとの定量評価と自由意見を記入するアンケート形式により実施し、その
結果をもとに監査等委員会でディスカッションを行い、活動の改善とさらなる実効性の向上につなげています。
なお、2019年度より、監査等委員会の実効性評価結果を取締役会に対して共有することを定例化

しました。合わせて、監査等委員会の実効性評価で抽出された会社の内部統制やガバナンス体制の向上
に関する提言を実施しています。

2022年度を対象とした取締役会実効性評価は、前述の評価方法により実施した結果、取締役会全体
の実効性が確保されていることを確認しました。その上で、取締役会メンバーによるディスカッションを実
施し、今後も実効性を高めるための課題を以下のように整理しました。今後、これらの課題に対応してい
くことより、一層の実効性向上に努めていきます。

❶ 長期戦略に関する議論の充実・実施
❷ 「Epson 25 Renewed」に関する実行力、実行スピードの向上
❸ 経営陣の後継者計画の詳細化と、その着実な推進

2022年度を対象とした取締役会実効性評価

〈課題に対する改善策の実施〉
① 「環境」「DX」「共創」への取り組みに関する進捗・課題について議論する機会を増加させ、「Epson 
25 Renewed」の実現を加速させる

　「環境」「DX」「共創」に関する進捗・課題を取締役会メンバーにて議論する機会を増加させる等以下
の通り取り組み、「Epson 25 Renewed」への取り組みを深化させました。
・「環境」：脱炭素、資源循環、お客様のもとでの環境負荷削減、環境コミュニケーション強化、環境技

術開発等への取り組みについて、事業の成長戦略と整合した環境目標の設定等の観点か
ら議論を重ねました。

・「DX」：DX戦略策定・事業連携、デジタル基盤整備・展開、データ活用等への取り組みについて
議論し、データ利活用をはじめとしたDX推進上の課題などの方向性を明確化しました。

・「共創」：環境に先進的に取り組んでいるスタートアップ企業のソーシングや戦略に基づくプロアク
ティブな探索活動、出資先企業へのフォローアップ等について議論し、ソーシング方法の
改善、協業検討の加速等の成果が見られました。

② 経営陣の後継者計画・トレーニングに関する議論を深化させ、さらなる改善を図る
　経営陣の後継者計画、スキルマトリックス、役員トレーニング等について取締役会メンバーにて議論し、
各課題への取り組みの方向性・残課題を明確化しました。今後は明確になった残課題への対応など
2022年度を対象とした取締役会実効性評価の課題対応とあわせ引き続き対応を進めていきます。

課題

① 「環境」「DX」「共創」への取り組みに関する進捗・課題について議論する機会を増加させ、
「Epson 25 Renewed」の実現を加速させる
② 経営陣の後継者計画・トレーニングに関する議論を深化させ、さらなる改善を図る

課題

取締役会の実効性確保に向けた取り組み

62



INDEX

エプソン
統合レポート 2023 CEOメッセージ パーパス ビジョンの進捗introduction サステナビリティ

経営と財務戦略 価値創造戦略 価値創造基盤 ガバナンスの強化 ファクトデータガバナンスの強化

■ 報酬等の総額（2022年度）

固定報酬である「基本報酬」、業績連動報酬等である「賞与」および非金銭報酬等である「株式報酬」から構成されています。
なお、業務執行を担当しない取締役は、業務執行より独立した立場から、経営全般の監督機能等を果たすという役割に鑑み、

「基本報酬」のみの支給としています。 常勤・非常勤の別、監査業務の分担の状況、監査等委員でない取締役の報酬
等の内容および水準等を考慮して決定することとしています。なお、監査等委員
である取締役の報酬は、業務執行から独立した立場で経営全般の監督機能
などを果たすという役割に鑑み、基本報酬のみの支給としています。

役員報酬体系

監査等委員である取締役の個人別の報酬

固定 基本報酬 役位および業務委嘱・業務委任内容等の役割の大きさに応じて決定される固定の金銭報酬です。在任期間中、毎月定期的に
支給されます。会社の業績、その他の理由により、取締役会において増額または減額措置を講ずることがあります。

変動

賞与

＜毎年の業績達成度を評価＞
単年度の業績指標や個人目標の達成度に基づき変動する業績連動の金銭報酬です。業務執行を担当する取締役に対して
年1回支給されます。

【算定方法】役位および業務委嘱・業務委任内容等により算出される年間総報酬額に役位ごとの賞与比率（25～30％）を乗じた金額を賞与基準額
とし、その賞与基準額に全社ROE目標の達成度に応じた係数（０％～200％）および個人目標の達成度に応じた係数（±40％）を乗じて算出。

評価指標 ： 全社ROE目標の達成度、個人目標の達成度

株式報酬

＜中長期での企業価値向上を評価＞
株主との一層の価値共有を進め、株価上昇および持続的な成長と中長期的な企業価値向上へのインセンティブを従来以上に
高めることを目的とした株式報酬です。業務執行を担当する取締役に対して年１回支給されます。

【算定方法】役位および業務委嘱・業務委任内容等により算出される年間総報酬額に役位ごとの株式報酬比率（20％～25％）ならびに全社ROIC
およびサステナビリティ目標の達成度による係数（いずれも80％～120％）を乗じて得た報酬基礎額を、取締役会が定める１株当たりの譲渡制限付
株式の価格で除して対象期間の割当株式数を算出。

評価指標 ： 全社ROIC目標の達成度、サステナビリティ目標の達成度

詳しくは
Webへ

0 20 40 60 80 100

■ 報酬構成比率
　 報酬構成比率は、役位および業務委嘱・業務委任内容等の役割の大きさに応じて
　「賞与」および「株式報酬」の割合が高くなります。

代表取締役社長

基本報酬
45%

固定報酬
45%

役員報酬

賞与
30%

株式報酬
25%

変動報酬
55%

　役員報酬は、その透明性および客観性を確保することを目的として、社外取締役を委員長とし、委員の過半数を社外取締役で構成する取締役報酬審議会における公正、透明かつ厳格な答申を経た上で決定して
います。取締役の報酬総枠の上限は、株主総会の決議により決定することとしています。監査等委員でない取締役の個別報酬額は、コーポレートガバナンスの充実・強化を目的として、取締役報酬審議会に一任して
います。

〔業務執行を担当する役員の報酬〕
１．当社グループの持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を図るために、業績向上への意欲を高め、そのコミットメントを
示せるものであること

2.社内外から優秀な人材の確保およびリテンションが可能な水準設定であること
3.在任期間中にもてる経営能力を最大限発揮しうるよう、期間業績に対応した処遇であること
4.役員報酬と当社株式価値との連動性を明確にし、株主との利益共有意識を強化できるものであること
5.不正を抑制するための仕組みが組み込まれていること
6.報酬の決定プロセスは、透明性・客観性・公正性の高いものであること

〔業務執行を担当しない役員の報酬〕
1.経営全般の監督機能などを適切に発揮できるよう、独立性を担保できる報酬構成であること
2.社内外から優秀な人材の確保およびリテンションが可能な水準設定であること

役員報酬方針

（単位 ： 百万円）

役員区分

監査等委員でない取締役
（うち社外取締役）

監査等委員である取締役
（うち社外取締役）

合計

352 
（30）

81
（48）

434

6
（2）

4
（3）

10

205 
（30）

81
（48）

287

110
（－）

110

36 
（－）

36

支給人員
（名）

基本報酬
（金銭）

賞与
（金銭）

株式報酬
（非金銭）

合計

譲渡制限付
株式報酬（　　　　　）

2023年3月期有価証券報告書
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コンプライアンス
統括部門

R-CCO
R-CCO会議

指示・諮問

報告・意見具申

監視・監督

監視・監督

監視・監督

報告報告

指示

報告
独立的モニタリング

促進・支援
（子会社）

監査等委員会

業務執行組織
（本部・事業部・子会社）

執行役員

取締役会

社長

経営会議
（審議機関）

コンプライアンス
担当役員（CCO）

コンプライアンス委員会
委員長：常勤監査等委員

内部監査部門

エプソンは、企業行動原則とエプソングループ通報制度規程に、通報の匿名性の確保、通報情報の
厳格な管理と通報者への不利益行為の禁止などの通報制度の守るべき基本を定めています。
国内・海外の全グループ会社で、通報制度を導入し、役員・従業員・派遣社員・外部取引先を対象と

した通報窓口を用意し運営しています。 
国内では、社内に連絡する内部通報窓口と、第三者機関である外部会社に連絡する外部通報窓口の

２つの通報先を持つ「エプソン・ヘルプライン」と外部取引先から当社の問題を受け付ける「取引先通報
窓口」を設置しています。また、海外グループ会社では、「通報窓口・取引先通報窓口」に加え、経営層の
コンプライアンス問題を当社が直接受け付ける「Epson Executive Compliance Hotline（グローバル
通報窓口）」を設置し、信頼性・実効性の向上を図っています。
国内通報窓口の受付件数は、年々増加傾向にあり、2022年度は114件の通報を受け付け、調査結果

に基づいた適切な是正・対応をしています。制度の仕組みについても、内外の環境変化に順応した見直し
を継続的に実施しています。直近では、2022年6月施行の改正公益通報者保護法にのっとり、業務従事
者指定などの仕組みを整え、運用しています。

通報制度

コンプライアンス委員会は、取締役会の諮問機関として社外取締役6名全員および常勤監査等委員
である取締役1名で構成しています。委員長は常勤監査等委員が務め、コンプライアンス活動の重要
事項について審議し、取締役会に報告・提案することにより業務執行を監督しています。コンプライアンス
担当役員（CCO）は、コンプライアンスにおける社長を含む業務執行全般を監督・監視し、コンプライ
アンス委員会にその状況を定期的に報告します。地域統括コンプライアンス責任者 （R-CCO：Regional 
Chief Compliance Officer）は、各国・地域の法令・慣習など社会的要請を加味した実効性あるコン
プライアンス活動を推進するため、CCOの指示に従ってCCOを補佐し、担当範囲として定める各子
会社におけるコンプライアンス活動を促進・支援します。CCOおよびR-CCOは、定期的に子会社に
おけるコンプライアンス活動の重要事項の方向付けを行う、R-CCO会議を開催しています。また、コン
プライアンス統括部門が、コンプライアンス推進全般のモニタリングおよび是正・調整を行い、活動の網
羅性と実効性を高めるよう努めています。
これらのコンプライアンス推進体制は、エプソングループコンプライアンス基本規程で定めています。

エプソンは世界各国・地域の法令、社内規程、企業倫理を守るためのコンプライアンス体制を確立・遵守
し、社会からの要請に応えるために、活動しています。 
社内にコンプライアンス意識を浸透させ、実効性を伴って進めるために、「エプソングローバル社員行動
規範」に基づき、役員・従業員（正規社員、契約社員、嘱託社員、パートタイマーなど）に対して、定期的に各
種教育活動を実施しています。
経営層に対しては、社外から専門家を講師として招き、コンプライアンスに関する研修会などを行って

います。また、役員・従業員を対象に、コンプライアンスに関するｅラーニングや社内講師による研修を
行っています。海外現法においては、各地の状況を踏まえたコンプライアンス教育などの諸活動を展開
しています。
エプソンは、毎年10月を「コンプライアンス月間」と定め、海外の子会社を含めたグループ統一活動と

して、社員一人ひとりが経営理念の実現におけるコンプライアンスの重要性を確認するとともに、経営
理念や企業行動原則をベースにコンプライアンス意識を高める活動を展開しています。
具体的な活動内容として（1）コンプライアンス担当役員および各事業体・子会社の責任者によるコン

プライアンスメッセージの発信、（2）「エプソングローバル社員行動規範」の周知活動、（３）コンプライアンス
教育、（４）コンプライアンス意識調査などを実施し、コンプライアンス意識の向上を図っています。役員・
従業員を対象としたコンプライアンス意識調査の結果は、事業部・本部や国内外グループ会社ごとに
確認・分析し、その結果をフィードバックして、次年度の活動に活かす取り組みをしています。

コンプライアンス推進体制 コンプライアンス推進活動

■ コンプライアンス推進体制図

コンプライアンス

64



INDEX

エプソン
統合レポート 2023 CEOメッセージ パーパス ビジョンの進捗introduction サステナビリティ

経営と財務戦略 価値創造戦略 価値創造基盤 ガバナンスの強化 ファクトデータガバナンスの強化

リスクマネジメント

　エプソンは、社長を委員長、リスク管理担当本部長を副委員長、本社主管本部長を構成員とする危機管理委員会の構成を平時から定めており、
重大なリスクの発現時には、所定の危機管理プログラムに従い、速やかな初動対応をとる体制を整えています。
　危機管理委員会活動については、経営会議や取締役会を通じ、社外取締役を含む経営層に定期的に対応状況を報告しています。

危機管理

リスク評価
（CHECK）

重要リスク
選定

（ANALYZE）

制御活動
推進
（DO）

制御計画
立案

（PLAN）

■ リスク管理サイクル■ リスク管理体制図 取締役会

社長

経営会議

報告

B事業部 C事業部A事業部

子会社

〈本社組織〉
本社主管部門

リスク管理統括部門

エプソングループの重要リスク管理活動

全社重要リスク（横串／機能軸）

事業重要リスク（縦串／事業軸）
関係会社重要リスク

モニタリング

エプソンは、子会社を含むグループ全体のリスク管理の総括責任者を社長とし、グループ共通の
リスク管理については本社主管部門が各事業部門および子会社と協働してグローバルに推進し、
各事業固有のリスク管理については事業部長が担当事業に関する子会社を含めて推進する体制と
しています。また、リスク管理統括部門は、グループ全体のリスク管理全般をモニタリングおよび是正・
調整し、リスク管理活動の実効性を確保しています。
これらのリスク管理体制は、エプソングループリスク管理基本規程で定めています。
そして、事業オペレーション上のリスクや、贈収賄・カルテルといったビジネス倫理上のリスクなど、
会社に著しい影響を与え得る重要なリスクについて、内部統制フレームワーク「COSO*1」やリスク

マネジメント国際規格「ISO 31000」を参考にしたリスク評価により優先度を定め、グループ経営に
重大な影響を及ぼす可能性のあるリスクを「全社重要リスク」、事業オペレーションに重大な影響を
及ぼす可能性のあるリスクを「事業重要リスク」、また子会社の経営に重大な影響を及ぼす可能性の
あるリスクを「関係会社重要リスク」として特定しています。その特定した重要リスクに対し、制御計画
の立案・実行と進捗状況のモニタリングを定期的に行っています。制御活動の有効性については、
「全社重要リスク」は四半期ごとに、「事業重要リスク」「関係会社重要リスク」は半期ごとに定期評価を
行い、必要に応じて制御計画の見直し、実効性の確保に努めています。また、社長はリスク管理に関する
重要事項を四半期ごとに取締役会に報告しています。

リスク管理体制

*1 Committee of Sponsoring Organizations of the Treadway Commission ： 
　ビジネスの倫理観を高め、内部統制を実施し、企業統治などを目的とした組織委員会
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特定の仕入先からの
部品などの調達について

知的財産権について

環境問題について

人材の確保について

法規制または
許認可などについて

自然災害・感染症などに
ついて

● 調達先からの供給の不足や供給された部品などの品質不良などによる製造・販売
活動への支障

● 原則として部品などに関して複数社から調達
● 品質の維持・改善やコスト低減活動などに調達先と協同で取り組むことなどによる安定
的かつ効率的な調達活動の展開

● エプソンが保有する知的財産権に対して異議申し立てや無効請求などがなされる
可能性、その結果、当該知的財産権が無効と認められる可能性

● 第三者間での合併または買収の結果、従来、エプソンがライセンスを付与していない
第三者がライセンスを保有し、その結果、エプソンが知的財産権の競争優位性を失う
可能性

● 第三者との合併または買収の結果、従来、エプソンの事業に課せられなかった新たな
制約が課せられる可能性およびこれらを解決するために支出を強いられる可能性 ほか

● 自らが必要とする多くの技術を自社開発し、これらを国内外において特許権、商標権
およびそのほかの知的財産権として、あるいは他社と契約を締結することにより、製品
および技術上の知的財産権を設定・保持

● 知的財産権の管理業務に人員を重点的に配置し、知的財産権を強化

● 将来において環境問題の発生により、損害の賠償や浄化などの費用負担、罰金また
は生産中止などの影響を受ける可能性

● 新しい規制が施行され多額の費用負担が必要となる可能性

● 2050年に「カーボンマイナス」と「地下資源*1消費ゼロ」の達成を目指す「環境ビジョン
2050」に基づき、環境負荷を低減した製品の開発・製造、環境技術の開発、使用エネルギー
量の削減、使用済み製品の回収・リサイクル・再生利用の推進、国際的な化学物質規
制への対応および環境管理システムの改善など

● 環境負荷低減・生産性向上・印刷コスト低減を実現するインクジェット技術によるプリンテ
ィング、商業・産業プリンティング、プリントヘッド外販と、環境負荷低減を実現する新生産
装置の拡充による生産システムの提供により、売上収益成長を見込む

● 地球温暖化対策やサーキュラーエコノミーへのシフトに有効なソリューションとして、ドライ
ファイバーテクノロジー応用や原料リサイクル技術確立などによる環境ビジネスの展開を
見込む

● 高度な新技術・新製品の開発・製造に従事する国内外における優秀な人材の獲得競争
が激化

● 役割に基づいた処遇制度の導入、人材育成、ダイバーシティの取り組み、働きかた改革
と健康経営の推進および現地人材の積極的な登用などにより、多様な人材がその能力
を発揮できる風土づくりや働きやすい環境づくりを推進し優秀な人材を確保

● 予測不可能な自然災害、COVID-19などの新興感染症の流行、部品調達先などでの
罹災などによるサプライチェーン上の混乱、戦争・テロなど

● With/After COVID -19における社会・行動変容などに伴う事業環境の大きな変化

● 防災訓練などの地震防災計画や事業継続計画の策定などによる影響の軽減に向けた
対応を可能な範囲において実施

● 地震により発生する損害に対しては地震保険を付保（ただし、補償範囲は限定）
● 新興感染症を想定したBCP（事業継続計画）を整備
● 予想される社会課題の解決による事業機会への積極的な取り組みを加速

● グローバルな事業展開に当たって、関連法規の違反があった場合や関係当局による
調査・手続きが実施された場合のほか、より厳格な法規制の導入や関係当局による
法令運用の強化が行われた場合におけるエプソンの社会的信用の毀損、多額の制裁
金や事業活動への制約、法規制遵守のための費用増加 ほか

● 各国および各事業におけるコンプライアンスに関する体制強化と社内的な啓発活動など
● コンプライアンスを重要な経営方針の一つとして位置付け、適宜、未然防止・制御活動を
展開

主要なリスク リスクの概要 主な対応策

*1 原油、金属などの枯渇性資源

* 主要なリスクに関する内容は、有価証券報告書「事業等のリスク」の抜粋です。詳細については、有価証券報告書をご確認ください。

■主要リスク一覧
詳しくは
Webへ

リスクマネジメント

2023年3月期有価証券報告書
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碓井 稔
取締役会長

うす  い    みのる 

小川 恭範
代表取締役社長

 お　  がわ  やす  のり

瀬木 　明
代表取締役 専務執行役員
経営管理本部長
兼 サステナビリティ推進室長

 せ　  き　  たつ  あき

川名 政幸
取締役
常勤監査等委員

かわ な    まさ  ゆき

独立役員

社外松永 真理
社外取締役

まつ なが     ま　  り

独立役員

社外白井 芳夫
社外取締役
監査等委員

しら  い     よし  お

独立役員

社外村越 進
社外取締役
監査等委員

むら こし  すすむ

独立役員

社外大塚 美智子
社外取締役
監査等委員

おお つか    み    ち   こ

取締役一覧

独立役員

社外嶋本 正
社外取締役

しま もと　ただし

独立役員

社外山内 雅喜
社外取締役

やま うち　  まさ　き

（2023年10月1日現在）
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* 特に期待する分野を三つまで記載しています。

地位

企業経営 開発
設計

営業
マーケティング

IT
デジタル

財務
会計

法務
コンプライアンス

グローバル
（国際性）

取締役会長

代表取締役社長

代表取締役 専務執行役員

社外取締役

社外取締役

社外取締役

取締役 常勤監査等委員

社外取締役 監査等委員

社外取締役 監査等委員

社外取締役 監査等委員

21年

5年

7年

7年

-

-

9年

7年

3年

3年

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

碓井 稔

小川 恭範

松永 真理

嶋本 正

山内 雅喜

川名 政幸

白井 芳夫

村越 進

大塚 美智子

໐

໐

໐

໐

໐

໐

໐

໐

໐

໐

◎

໐

໐

໐

໐

໐

໐

◎

໐

໐

氏名

取締役
在任年数

2023年6月27日
開催の株主総会
終結時

独立役員

任意の審議機関

取締役選考
審議会

（　は委員長）

取締役報酬
審議会

（　は委員長）

特に期待する分野・スキル

■取締役に対して特に期待する分野（スキルマトリックス）

当社は、取締役会の審議が多面的かつ適切に行われるためには、取締役会の多様性を確保することが有用であると考えています。そのため、取締役選任については、性別、人種・民族性、出身国・国籍・文化的背景、
年齢などの区別なく、また、個々の知識・経験・能力を踏まえ、多様な人材によりバランスよく取締役会を構成することを基本方針としています。
現在の取締役会はこの方針に基づき構成されており、当社の持続的な成長と中長期的な企業価値向上に向けて、経営理念、長期ビジョンを実現するための経営体制を明確にしています。

取締役一覧

瀬木 　明
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